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一般会計補正予算（第 5号）説明資料 

 

平成 24 年度国の補正予算（第１号）に伴う対応について 

 

今回の補正予算は、主に「日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成 25年 1月 11日閣議決定。以下

「緊急経済対策」という。）を盛り込んだ『国の補正予算（第１号）』に伴う事業が中心で、国・県の緊

急経済対策（補正予算）を効果的に活用し、平成 25 年度当初予算に計上予定であった公共事業の前倒

し（予算の早期執行）等により、緊急の課題となっている各種事業の早期完了と地域経済の底上げを図

るものです。 

具体的には、別紙「平成 24 年度国補正予算（第１号）関連事業一覧」（資料 P24）に記載のとおり、

南海地震・津波避難対策や道路改良、路面・トンネルの点検等といった「事前防災・減災関連」等の公

共事業が中心で、今回の国の補正予算に伴う補助事業については、地方負担額等をベースに「地域の元

気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）」が交付されることとなっています。 

 

■ 緊急経済対策（国の補正予算第１号関連）              計 10兆 2,815億円 

◇ 事 前 防 災 ・ 減 災 等 関 連 

◇ 成 長 に よ る 富 の 創 出 関 連  の３分野を重点（公共事業を中心）とする国の緊急経済対策 

◇ 暮らしの安心・地域活性化関連 

◇ 平成 25 年度公共事業の前倒し 

 

■ 補正予算に係る財政措置等 

◇ 地方債及び交付税措置 

〔地方債〕今回の補正予算により、平成 24 年度に追加される投資的経費に係る地方負担額につ

いては、原則として地方負担額の 100％まで地方債を充当可能。 

〔交付税〕後年度における元利償還金の 50％を、公債費方式により普通交付税の基準財政需要額

に算入し、残余については原則として単位費用により措置。 

※ ただし、当初における算入率が 50％を超えるものについては当初の算入率 

（ 「合併特例債(算入率 70％)」や「緊急防災・減災事業債(同 70～80％)」など ） 

◇ 地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）の創設 ⇒ 別紙資料 P25～参照 

〔目 的〕経済対策の迅速かつ円滑な実施を図るため、今回限りの特別の措置として、平成 24

年度補正予算において「地域の元気臨時交付金」を創設。 

〔限度額〕各地方公共団体の追加公共事業等（直轄及び補助）の地方負担額等をベースとして算定。 

※ 財政力の弱い団体に配慮し、財政力指数により調整（最も財政力の弱い団体で地方負担額の 9割程度の見込み） 

☞ 四万十町の場合 … 国補正予算第１号関連の予算計上額 (総事業費) 998,080千円 

うち、元気臨時交付金の対象となる補助対象経費見込額 713,909千円 

上記の補助対象経費に係る国庫補助金等( 控除財源 ) 371,544千円 

★ 算定係数を 80％とした場合の「元気臨時交付金」見込額 273,600千円 

〔使 途〕実施計画に掲載された以下の事業の地方負担分に充当可能 

○ 地方単独事業（建設地方債対象事業に限る） ＊基金への積立も可能 

○ 建設公債の対象となる国庫補助事業 

☞ 四万十町の場合 … 平成 24 年度補正予算に計上した国補正予算関連事業等には充当

せず、平成 25年度予算に計上した起債対象事業等に充当予定。 

※ 元気臨時交付金の算定方法や交付見込額等の詳細並びに充当対象事業や効果的な充

当方法等を検討・精査したうえで、平成 25年度補正予算に計上（財源組替）予定。 



【 一 般 会 計 】 単位： 千円

款 項 目
整理
Ｎｏ

補正予算額
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

2 1 3 1 280,427 1  総　務　課

12 2 263,626 1  15～18

6 1 3 3 25,752 2  農林水産課

7 1 3 4 60,000 3  商工観光課

8 2 3 5 20,300 4  19  建　設　課

6 20,000 4  19  

7 20,000 5  19  

8 20,315 5  20  

9 20,000 6  20  

10 20,300 6  21  

11 10,000 7  21  

12 1,000 7  19  

13 5,000 8  19～20

14 1,000 8  

15 1,000 9  

4 1 16 40,700 9  

17 1,353 10  

18 10,000 10  

2 19 53,125 11  

9 1 4 20 198,541 12  22～23 総　務　課

21 50,841 12  

22 28,000 13  

10 2 1 23 20,751 14  学校教育課

3 1 24 86,091 14  

町道四手ノ川線道路改良事業

町道大井川西土佐線改良事業（小野・保木工区）

住宅耐震診断委託事業

路面性状調査事業

トンネル点検調査事業

住宅耐震改修補助事業

道路法面点検調査事業

集会所耐震診断委託事業

興津志和地区防災対策事業

十川防災活動拠点施設整備事業

小学校非構造部材耐震化事業

中学校空調設備整備事業

消防水利施設整備事業

基金積立事業

町道下藤蔵向畑線舗装補修事業

公営住宅建設事業（黒石第３団地）

道路附属物点検調査事業

町道大奈路中津川線道路改良事業（木屋ケ内工区）

目 次

町道香月が丘中央線他10路線側溝整備事業

事 業 名

町道新開町中央線他4路線側溝整備事業

大正総合支所庁舎耐震改修事業

道の駅「四万十大正」周辺整備事業

町道神ノ川線改良事業

十和地区茶工場統合事業費補助金



平成24年度　３月補正予算資料

単位：千円

単位：千円

■ 補正内容（概要）等

平成23年度 大正総合支所庁舎耐震改修工事基本設計業務委託

平成24年度 大正総合支所庁舎耐震改修工事実施設計業務委託

大正総合支所庁舎耐震改修工事・工事監理業務委託

　

(政策的主要事業等の概要説明資料)

会　計　名 一般会計 款 2 項 1 目 3 目名 財産管理費
事　業　名 基金積立事業 所 管 課 名 総務課（財政班）

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 25 ページ　　～ 26 ページ

既決 348,791 260,200 19,484 69,107 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 280,427 3,683 276,744 25 財政調整基金積立金 174 
計 629,218 0 0 260,200 23,167 345,851 減債基金積立金 9 
■ 目 的（趣旨） 施設等整備基金積立金 276,844 

　今後、必要が見込まれる施設の大規模改修や修繕等に対応するた
め、施設等整備基金に積立てを行うことにより、後年度における財政
負担の軽減と安定的・計画的な財政運営を図る。

ふるさと支援基金積立金 3,500 
過疎地域自立促進産業振興基金積立金 ▲ 100 

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 なし

●財政調整基金　　　　…　預金利子見込額の増　　　　　174千円
●減債基金　　　　　　…　預金利子見込額の増　　　　　　9千円
●施設等整備基金　　　…　後年度大規模改修・修繕等分　275,000千円
　　　　　　　　　　　　　金上野団地分譲収入分の増　　　1,965千円
　　　　　　　　　　　　　預金利子見込額の減　　　　▲121千円
●ふるさと支援基金　　…　寄附金見込額の増　　　3,500千円
●(過疎)産業振興基金　…　積立計画の見直し(年度間調整)に伴う減
　　　　　　　　　　　　　▲100千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

他 基金運用収入 183 
ふるさと支援寄附金 3,500 

平22

全

体

計

画

等

 ◇ 施設等整備基金の運用状況 ( 抜 粋 ) ◇
　　　H22年度末残高　　　 1,066,286千円（積立536,723・取崩 　　 0）
　　　H23年度末残高　　　 1,190,012千円（積立304,026・取崩180,300）
　　　H24年度末残高(見込) 1,335,301千円（積立330,289・取崩185,000）

総合振興計画の施策大綱別位置付け

５-③  新しい行財政システムの確立

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

2,732,574 

平23 平24 平25 平26以降 計

一般会計 款 2 項 1

894,848 847,578 629,218 360,930 ―

目 12 目名 大正総合支所庁舎耐震改修事業費

事　業　名 大正総合支所庁舎耐震改修事業 特 所 管 課 名 総務課（大正地域振興課）

会　計　名

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 29 ページ　　～ 30 ページ

既決 8,135 1,495 6,640 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 263,626 20,098 223,200 
計 271,761 21,593 0 223,200 

大正総合支所庁舎耐震改修工事監理委託料 5,571 

20,328 11 消耗品費 300 
0 26,968 12 確認申請手数料 25 

■ 目 的（趣旨） 13
15 大正総合支所庁舎耐震改修工事費 249,763 
18 図書室整備用備品購入費 7,967 

　大正総合支所庁舎は、平成21年度に実施した耐震診断の結果、耐震
目標値を満足しておらず、耐震補強工事が必要となった。
　大正総合支所は、防災拠点としても重要な位置づけにあり、より安
心で安全な施設として整備する必要がある。また、今回の改修にあわ
せて３階の議場を町立図書室として整備し、空部屋の有効活用を図る
とともに町民が集うコミュニティ施設としての機能を果たせるよう整
備する。
　平成23年度に基本設計、平成24年度から実施設計及び耐震改修工事
を実施し、大正総合支所の整備を図る。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 社会資本整備総合交付金 20,098 
町債 合併特例事業債 223,200 

（総合支所耐震改修）

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

５-③  新しい行財政システムの確立

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平22以前 平24 平25 平26以降 計

別添資料 頁 15～18

・耐震改修工事　　249,763千円
・工事監理委託費　　5,571千円
・図書室備品購入費　7,967千円
・図書室用消耗品費　　300千円
・建築確認等手数料　　 25千円

- 2,934 271,761 - - 274,695 

平23

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 1 －



平成24年度　３月補正予算資料

単位：千円

6,438 計 25,752 0 19,314 0 0 

新
既決

今回 25,752 19,314 

- 25,752 - - - 25,752 

平24 平25 平26 平27 計

全

体

計

画

等

十和支所茶業部会の意向を受け、ＪＡ高知はたで事前に計画作成し、
取り組んできている。

総合振興計画の施策大綱別位置付け

3-①  人と自然に優しい農業の推進

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平23

県 競争力強化生産総合対策 19,314 
事業費補助金

・事業実施主体：ＪＡ高知はた
・事業費：38,628千円（税抜）
・補助金額：38,628千円×2/3＝25,752千円
（うち県補助金額：38,628千円×1/2＝19,314千円）

・国補正対応分

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 本年度事業の概要 別添資料 頁 なし

　十和地区のＪＡ茶工場は、かつての茶増産の時代（昭和50年代）に
それまであった茶工場（第一工場）に追加して新たな工場（第二工
場）を設置し、茶の振興、農業者所得の向上に貢献してきたが、農業
者の高齢化、荒茶価格の低迷に伴い、生産量は減少している。
　そこで、二つの工場を統合し、運営経費の節減に努めるとともに、
機器の更新・機能向上による品質の向上を図ることにより、農業者所
得の向上を図る。

節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

■ 目的(趣旨)

19 十和地区茶工場統合事業費補助金 25,752 6,438 

47 ページ　　～ 47 ページ

0 0 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁

農業振興費

事　業　名 十和地区茶工場統合事業費補助金 所 管 課 名 農林水産課(十和産業建設課)

(政策的主要事業等の説明資料)

会　計　名 一般会計 款 6 項 1 目 3 目名

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 2 －



平成24年度　３月補正予算資料

単位：千円

　海洋堂ホビー館の開館や高速道路の延伸により、今後も交流人口の
増加が予想されるが、当該施設は情報発信や観光拠点施設として重要
な役割を担っているにも関わらず施設整備が不十分であり、大型バス
等の受け入れ体制が課題となっている。
　このため、社会資本整備交付金事業により、駐車場の拡張、施設
（情報館、物産販売所（であいの里）等）の改修を行うことにより、
情報発信及び観光拠点施設としての機能向上を図る。
　今回、国の重点配分「地域の特色を活かした地域活性化」分野によ
る補正予算に伴い実施する。

24年度　　　　　・用地購入、実施設計　　　　　　　　8,800千円
24年度（3月補正）・駐車場造成工事　　　　　　　　　32,000千円
　　　　　　　　・物産販売所・屋外販売施設改修他　 27,500千円
　　　　        ・周辺整備工事監理委託料　　 　　　　 500千円

(政策的主要事業等の概要説明資料)

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 3 目名 観光費
事　業　名 道の駅「四万十大正」周辺整備事業 所 管 課 名 商工観光課(大正産業建設課)

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 51 ページ　　～ 51 ページ

既決 8,800 4,400 4,400 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 60,000 30,000 30,000 0 
13

 道の駅「四万十大正」周辺整
備工事監理委託料

500 
0 4,400 

■ 目 的（趣旨） 15 道の駅「四万十大正」周辺整備工事費 59,500 

計 68,800 34,400 0 30,000 

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 なし

◇周辺整備工事　◇駐車場造成
　　　　　　　　◇物産販売所改修・屋外販売施設等整備

町債 公共事業等債（道の駅整備）

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 社会資本整備総合交付金 30,000 
30,000 

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

4－②  都市住民との交流の促進

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平22以前 平23 平24 平25

- - 68,800 - - 68,800 

平26以降 計

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 3 －



平成24年度　３月補正予算資料

単位：千円

21年度・・・測量設計

22～26年度・・・用地買収・移転補償・改良工事

　

単位：千円

23年度・・・測量設計

24年度・・・L=572m

25年度・・・L=598m 　

40,000 30,000 30,000 

平25 平26以降 計

- 3,808 

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１－②
 環境との調和を考慮した基盤整備、生活
環境づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

103,808 

平23 平24平22以前

国 社会資本整備総合交付金 13,000 
町債 公共事業等債(町道改良) 7,000 

全体事業量　L=1,170m
本年度延長　L=272m　　側溝改修、アスファルト舗装
補正延長　　L=300m    側溝改修、アスファルト舗装

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 19

　当該工事区域は、道路勾配が不均衡であるため排水に支障をきたし、
地域住民の生活環境に悪影響を及ぼしているため、側溝及び路面を整備
することにより解消する。
　今回、国の重点配分（事前防災・減災関連）による補正予算に伴い実
施する。

0 300 
■ 目 的（趣旨）

0 15 香月が丘中央線他10路線(交付金) 20,000 
計 40,000 26,000 0 13,700 

300 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 20,000 13,000 7,000 

予算書頁 54 ページ　　～ 54 ページ

既決 20,000 13,000 6,700 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目 3 目名 道路新設改良費
事　業　名 町道香月が丘中央線他10路線側溝整備事業 所 管 課 名 建設課

会　計　名 一般会計 款 8 項 2

9,000 49,000 60,085 50,300 40,000 

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１－②
 環境との調和を考慮した基盤整備、生活
環境づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

208,385 

平23 平24 平25平22以前 平26以降 計

国 社会資本整備総合交付金 13,000 
町債 公共事業等債(町道改良) 7,000 

全体事業量　L=913m　W=4.0m
本年度延長　L=100m
補正延長  　L=50m

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 19

　本路線は、中神ノ川・奥神ノ川集落から市街地へ通じる唯一の町道で
あるが、カーブが多くて見通しも悪く、幅員も狭小で迂回路がないため
落石等があれば交通手段が遮断される状況であるため、本路線を整備し
て交通の安全を確保する。
　今回、国の重点配分（事前防災・減災関連）による補正予算に伴い実
施する。

■ 目 的（趣旨）

15 神ノ川線(交付金) 20,300 
計 60,085 38,665 0 20,400 0 1,020 

節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 20,300 13,000 7,000 300 

ページ　　～ 54 ページ

既決 39,785 25,665 13,400 720 

国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁

事　業　名 町道神ノ川線改良事業 所 管 課 名 建設課
新・継

予 算 額
財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

継

会　計　名 一般会計 款 8 項 2

(政策的主要事業等の概要説明資料)

目 3 目名 道路新設改良費

54

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 4 －



平成24年度　３月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

23年度・・・測量設計

24年度・・・L=585m

25年度・・・L=285m 　

単位：千円

20年度 … 基本計画（測量設計委託）用地・補償買収・改良工事

21年度～27年度 … 改良工事

　

40,000 40,000 -

一般会計 款 8 項

平25 平26以降 計

- 2,188 

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１－②
 環境との調和を考慮した基盤整備、生活
環境づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

82,188 

平23 平24平22以前

国 社会資本整備総合交付金 13,000 
町債 公共事業等債(町道改良) 7,000 

全体事業量　L=870m
本年度延長　L=285m　　側溝改修、アスファルト舗装
補正延長　　L=300m    側溝改修、アスファルト舗装

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 19

　当該工事区域は、地区全体が平坦地であるため道路側溝に勾配が無
く、排水不良により地域住民の生活環境に悪影響を及ぼしているため、
側溝及び路面を整備することにより解消する。
　今回、国の重点配分（事前防災・減災関連）による補正予算に伴い実
施する。

0 300 
■ 目 的（趣旨）

0 15 新開町中央線他4路線(交付金) 20,000 
計 40,000 26,000 0 13,700 

300 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 20,000 13,000 7,000 

予算書頁 54 ページ　　～ 54 ページ

既決 20,000 13,000 6,700 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

道路新設改良費
事　業　名 町道新開町中央線他4路線側溝整備事業 所 管 課 名 建設課

会　計　名 目 3 目名一般会計 款 8 項 2

目 3 目名 道路新設改良費
事　業　名 町道大奈路中津川線道路改良事業（木屋ケ内工区） 所 管 課 名 建設課(大正産業建設課）

会　計　名 2

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 54 ページ　　～ 54 ページ

既決 9,168 5,850 3,000 318 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 20,315 13,000 7,000 315 15 大奈路中津川線(木屋ケ内工区) 20,315 
計 29,483 18,850 0 10,000 0 633 (交付金)

■ 目 的（趣旨） 　[内訳]

　本路線は、大正大奈路から大正中津川を結ぶ1級町道で地域の唯一の生
活道路である。梼原町松原を結ぶふるさと林道の開通により国道439号の
迂回路としても利用されており、大型車等の交通量が増加しているが、
未改良部分も多く、落石等危険な箇所が多い。現道を拡幅し通勤、通学
者等の交通の安全を確保する。
　今回、国の重点配分（事前防災・減災関連）による補正予算に伴い実
施する。

　　国補正分   20,300千円

　　通常分　  　   15千円

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 20

（全　体）　L=460ｍ  W=5.0m

（本年度　既決）  L=80ｍ

（補正分）　L=100ｍ

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 社会資本整備総合交付金 13,000 
町債 公共事業等債（町道改良） 7,000 

平22以前 平26以降 計

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

1-②
 環境との調和を考慮した基盤整備・生活
環境づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

305,483 

平23 平24 平25

173,000 0 29,483 36,000 67,000 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 5 －



平成24年度　３月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

20年度 … 基本計画（測量設計委託）用地・補償買収

21年度～26年度 … 改良工事

　

単位：千円

21年度 … 基本計画（測量設計委託）

22年度～28年度 … 用地・補償買収・改良工事

　

一般会計 款 8 項 2 目 3 目名 道路新設改良費
事　業　名 町道四手ノ川線道路改良事業 所 管 課 名 建設課(大正産業建設課）

会　計　名

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 54 ページ　　～ 54 ページ

既決 9,000 5,850 3,000 150 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 20,000 13,000 7,000 0 15 四手ノ川線(交付金) 20,000 
計 29,000 18,850 0 10,000 0 150 
■ 目 的（趣旨）

　本路線は、本町の1級町道で希ノ川地区住民の生活道であるとともに、
四万十市と結ばれていることから産業面でも重要な路線である。幅員が
狭小でカーブでの見通しが悪く車輌のすれ違いが困難な状況であるた
め、現道を拡幅し交通の安全を確保する。
　今回、国の重点配分（事前防災・減災関連）による補正予算に伴い実
施する。

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 20

（全　体）　L=420ｍ  W=4.0m

（本年度　既決）　L=50ｍ

（補正分）　L=100ｍ

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 社会資本整備総合交付金 13,000 
町債 公共事業等債（町道改良） 7,000 

平22以前

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

1-②
 環境との調和を考慮した基盤整備・生活
環境づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

270,000 

平23 平24 平25 平26以降 計

一般会計 款 8 項 2

66,000 38,000 29,000 36,000 101,000 

目 3 目名 道路新設改良費
事　業　名 町道大井川西土佐線改良事業（小野・保木工区） 所 管 課 名 建設課(十和産業建設課)

会　計　名

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 54 ページ　　～ 54 ページ

既決 27,002 17,550 9,000 452 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 20,300 13,000 7,000 300 15 大井川西土佐線(小野・保木） 20,300 
計 47,302 30,550 0 16,000 0 752 (交付金)

■ 目 的（趣旨）

　本路線は、小野大橋を跨ぎ上流に約500mほど上った小野地区(90世帯217人)を
1工区とし、十川大橋を跨ぎ下流に約2kmほど下った保木地区(10世帯30人)を2工
区として平成22年度から改良工事を行っている。この路線は、地区住民にとっ
ては、唯一の幹線道路であり、通勤、通学路及び農林水産物の搬出道路であ
る。しかしながら、当工区は未改良で幅員が狭く一般車両の行き違いばかりで
なく大型車両の通行にも支障をきたしている。早急に現道拡幅による整備を実
施することで交通の安全を確保する。

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 21

（全　体）L=1400m W=5.0m　小野地区(1工区) L=500m W=5.0m
　　　　　　　　　　　　　保木地区(2工区) L=900m W=5.0m

（本年度）L= 50m W=5.0m　小野地区(1工区) L=50m W=5.0m

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 社会資本整備総合交付金 13,000 
町債 公共事業等債(町道改良) 7,000 

平22以前

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１－②
 環境との調和を考慮した基盤整備、生活
環境づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

400,000 

平23 平24 平25 平26以降 計

49,301 32,100 47,302 36,000 235,297 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 6 －



平成24年度　３月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

24年度 … 舗装・側溝補修 完了

　

単位：千円

24年度・・・L=1,500m

　

1,000 - -

平25 平26以降 計

- -

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１－②
 環境との調和を考慮した基盤整備、生活
環境づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

1,000 

平23 平24平22以前

国 社会資本整備総合交付金 650 

　老朽化するインフラを適切に維持管理できるよう、安全性の調査、点
検、老朽化対策を実施し維持管理を図る。

香月が丘中央線他10路線側溝整備工事・新開町中央線他4路線側溝整備工
事・下藤蔵向畑線の補正における調査業務。
（調査延長L=1,500m）

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 19

■ 目 的（趣旨）

国の重点配分による、老朽化が著しく修繕が必要と思われるアスファル
ト舗装の調査を行う。

1,000 
計 1,000 650 0 0 0 350 （交付金）

予 算 額

今回 1,000 650 350 13 路面性状調査委託料

54 ページ　　～ 54 ページ

既決 0 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

道路新設改良費
事　業　名 路面性状調査事業 所 管 課 名 建設課

会　計　名 目 3 目名一般会計 款 8 項 2

一般会計 款 8 項 2 目 3 目名 道路新設改良費
事　業　名 町道下藤蔵向畑線舗装補修事業 所 管 課 名 建設課(十和産業建設課)

会　計　名

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 54 ページ　　～ 54 ページ

既決 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 10,000 6,500 3,500 0 15 下藤蔵向畑線(交付金) 10,000 
計 10,000 6,500 0 3,500 0 0 
■ 目 的（趣旨）

　本路線は、大道地区(41世帯92人)から幹線道路大道線を経由して、町
中心部の十川地区又は昭和地区へ連絡する重要な路線である。全線が
W=4.0mに改良はされているが、舗装路面は沈下等により通行に支障をき
たしている。本路線の舗装補修・側溝補修等をすることで交通の安全を
確保する。

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 21

（全　体）　L=540m　W=4.0m

（本年度）　L=540m　W=4.0m

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 社会資本整備総合交付金 6,500 
町債 公共事業等債(町道改良) 3,500 

平22以前

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１－②
 環境との調和を考慮した基盤整備、生活
環境づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

10,000 

平23 平24 平25 平26以降 計

- - 10,000 - -

予算書頁

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 7 －



平成24年度　３月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

■ 補正内容（概要）等

24年度・・・L=1,083.2m

　

単位：千円

　

1,000 - -

平25 平26以降 計

- -

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１-④  災害に備える安全のまちづくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

1,000 

平23 平24平22以前

国 社会資本整備総合交付金 650 
　老朽化するインフラを適切に維持管理できるよう、安全性の調査、点
検、老朽化対策を実施し維持管理を図る。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 なし

　国の重点配分による、町道の危険個所における道路法面・盛土・擁壁
等の点検調査を行う。

0 350 （交付金）

■ 目 的（趣旨）

350 13 道路法面点検調査委託料 1,000 
計 1,000 650 0 0 

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 1,000 650 

予算書頁 54 ページ　　～ 54 ページ

既決 0 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳

新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

事　業　名 道路法面点検調査事業 所 管 課 名 建設課

会　計　名

- -

目 3 目名 道路新設改良費

平26以降 計

一般会計 款 8 項 2

- - 5,000 

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１-④  災害に備える安全のまちづくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

5,000 

平23 平24 平25

社会資本整備総合交付金 3,250 

平22以前

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

別添資料 頁 19～20

国

　老朽化するインフラを適切に維持管理できるよう、安全性の調査、点
検、老朽化対策を実施し維持管理を図る。

【点検実施予定トンネル】
龍石トンネル　L=495.0m、中津川トンネル　L=162.1m
下道下津井1号トンネル　L=14.5m、下道下津井2号トンネル　L=45.0m
下道下津井3号トンネル　L=34.9m、下道下津井4号トンネル　L=24.9m
下道下津井5号トンネル　L=30.0m、下津井トンネル　L=84.8m
八木トンネル　L=192.0m

国の重点配分による、トンネル内の安全点検調査を行う。

0 1,750 （交付金）

■ 目 的（趣旨）

1,750 13 トンネル点検調査委託料 5,000 
計 5,000 3,250 0 0 

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 5,000 3,250 

予算書頁 53 ページ　　～ 54 ページ

既決 0 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

道路新設改良費
事　業　名 トンネル点検調査事業 所 管 課 名 建設課

会　計　名 目 3 目名一般会計 款 8 項 2

歳 出 予 算 内 訳

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 8 －



平成24年度　３月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

　

単位：千円

①
②

＜平成25年度＞ ＜平成26年度以降＞
耐震設計費補助　　3件 耐震設計費補助　　10件
改修事業費補助　　3件 改修事業費補助　　10件

　

- 62,700 3,300 11,000 

平24 平25 平26以降 計

-

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１-④  災害に備える安全のまちづくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

77,000 

平23平22以前

※　①の1棟当りの補助単価には、緊急支援300千円の上乗せ分を含む

 四万十町住宅耐震改修促進費補助金交付金要綱

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 40,700千円 国 社会資本整備総合交付金 30,475 

県 住宅耐震化促進事業改修費補助金 10,175 

木造住宅耐震改修事業費補助金　37棟×900千円＝33,300千円

　　　〃　　　　設計費　〃　　37棟×200千円＝ 7,400千円

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 なし * 国補正分計　46,100千円

　昭和56年5月31日以前に建築された住宅及び共同住宅の耐震改修設計及
び耐震改修への補助を行うことにより、町民の安全を確保する。

　　通常分　　▲5,400千円

　[内訳]

　　国補正分   7,400千円

0 15,675 

木造住宅耐震改修設計費補助金 7,400 

■ 目 的（趣旨） 　　国補正分   38,700千円
　[内訳]

50 
19

木造住宅耐震改修事業費補助金 33,300 
計 62,700 31,350 15,675 0 

15,625 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 40,700 30,475 10,175 

予算書頁 56 ページ　　～ 56 ページ

既決 22,000 875 5,500 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 住宅管理費
事　業　名 住宅耐震改修補助事業 所 管 課 名 建設課

会　計　名 一般会計 款 8 項 4 目 1

平25 平26以降 計

- - 1,000 - -

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１-④  災害に備える安全のまちづくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

1,000 

平23 平24平22以前

国 社会資本整備総合交付金 650 
　老朽化するインフラを適切に維持管理できるよう、安全性の調査、点
検、老朽化対策を実施し維持管理を図る。

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 なし

　国の重点配分による、町道の附属物（標識、照明施設、防護柵）にお
ける点検調査を行う。

0 350 （交付金）

■ 目 的（趣旨）

350 13 道路附属物点検調査委託料 1,000 
計 1,000 650 0 0 

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 1,000 650 

予算書頁 54 ページ　　～ 54 ページ

既決 0 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳

新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

道路新設改良費
事　業　名 道路附属物点検調査事業 所 管 課 名 建設課

会　計　名 目 3 目名一般会計 款 8 項 2

歳 出 予 算 内 訳

歳 出 予 算 内 訳

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 9 －



平成24年度　３月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

①
②

＜平成25年度＞ ＜平成26年度以降＞
耐震設計費補助　　9件 耐震設計費補助　　30件
改修事業費補助　　9件 改修事業費補助　　30件

　

単位：千円

　
平23

- - 10,000 - -

平24 平25 平26以降

10,000 

計

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１-④  災害に備える安全のまちづくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平22以前

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳
国 社会資本整備総合交付金 3,333 

①　木造集会所耐震診断委託　　62箇所
②　非木造集会所耐震診断委託　 2箇所

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 なし

　第1避難所である集会所の診断を行い、診断の結果により耐震改修設計
及び耐震改修を行い、町民の安全を確保する。

0 6,667 
■ 目 的（趣旨）

6,667 13 集会所耐震診断委託料 10,000 
計 10,000 3,333 0 0 

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 10,000 3,333 

予算書頁 55 ページ　　～ 55 ページ

既決 0 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

住宅管理費
事　業　名 集会所耐震診断委託事業 所 管 課 名 建設課

会　計　名

2,673 297 990 

目 1 目名

平25 平26以降 計

一般会計 款 8 項 4

- -

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

１-④  災害に備える安全のまちづくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

3,960 

平23 平24平22以前

他 木造住宅耐震診断事業費負担金 123 

 四万十町木造住宅耐震診断士派遣事業要綱

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,353千円 国 社会資本整備総合交付金 615 

県 住宅耐震化促進事業診断費補助金 307 

木造住宅耐震診断士委託料　　　41棟×30千円＝1,230千円

木造住宅耐震診断事業費負担金　41棟×3千円＝ 123千円

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 なし

　昭和56年5月31日以前に建築された住宅及び共同住宅の耐震診断の補助
を行い、診断の結果により耐震改修設計及び耐震改修を行うことによ
り、町民の安全を確保する。

243 608 
■ 目 的（趣旨）

123 ▲ 45 13 木造住宅耐震診断委託料 1,353 
計 2,673 1,215 607 0 

120 653 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 1,353 968 307 

予算書頁 55 ページ　　～ 55 ページ

既決 1,320 247 300 

新・継
予 算 額

財 源 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

目名 住宅管理費
事　業　名 住宅耐震診断委託事業 所 管 課 名 建設課

会　計　名 目 1一般会計 款 8 項 4

歳 出 予 算 内 訳

歳 出 予 算 内 訳

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 10 －



平成24年度　３月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

平成24年度　　木造２階建て・２棟４戸の建設

　

一般会計 款 8 項 4 目 2 目名

事　業　名 公営住宅建設事業（黒石第３団地） 所 管 課 名 建設課

会　計　名

新・継
予 算 額

財 源 内 訳

新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 56 ページ　　～ 56 ページ

既決 8,936 8,936 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 53,125 22,385 30,600 140 13 住宅性能評価委託料 74 
計 62,061 22,385 0 30,600 0 9,076 黒石第３団地新築工事 1,840 
■ 目的(趣旨) 設計監理委託料

　既存住宅の木造住宅平屋建ては、55年余り経過しており耐震性がない
ことから、入居者の安全を確保する為、非現地であるが、木造2階建て2
棟4戸　延べ面積260.0㎡を建築するもの。

15 黒石第３団地新築工事費 51,211 

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 なし

木造２階建て・２棟４戸の建設（1棟：65.0㎡×2戸＝130.0㎡）

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 社会資本整備総合交付金 22,385 
町債 公営住宅建設事業債 22,300 

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

(1)-②
 環境との調和を考慮した基盤整備・生活
環境づくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平22以前 平23 平24 平25

- - 62,061 - - 62,061 

平26以降 計

歳 出 予 算 内 訳

住宅建設事業費

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 11 －



平成24年度　３月補正予算資料

単位：千円

■ 補正内容（概要）等

　

単位：千円

　

 興津防災活動拠点施設用地等測量
設計委託料

500 

事　業　名

予 算 額
国

0 

-

新・継

県

今回 50,841 25,400 

財 源 内 訳

24,100 
1,341 

25,400 

地 方 債 一般財源そ の 他

0 

13

細節名称（ 予算書説明欄 ）

建築確認申請等手数料

予 算 額

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

41 
十川防災活動拠点施設設計監理委託料 800 

15 十川防災活動拠点施設建設工事費 50,000 

9 項

所 管 課 名

ページ

1,341 12

一般会計 防災費
総務課（防災対策室）

1 目

十川防災活動拠点施設整備事業
4 目名

特

ページ　　～ 58予算書頁 57
節

--50,841 

総合振興計画の施策大綱別位置付け

24,100 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

1-④

社会資本整備総合交付金国

町債 合併特例事業債（防災施設整備）

(政策的主要事業等の概要説明資料)

全

体

計

画

等 50,841 

計

-

 災害等に備える安全のまちづくり

-

■ 目 的（趣旨）

　老朽化した十川分団屯所の移転整備を有利な国補正予算の交付金を
活用し、十和総合支所複合施設用地内に防災活動拠点施設として整備
し、地域全体の防災機能の強化を図る。
　○防災活動拠点施設（鉄骨造２階、延床面積220㎡）

款

歳 出 予 算 内 訳

会　計　名

平23

平26以降 計

-198,541 198,541 

　平成25年度以降「津波避難対策事業」として興津・志和地区の
津波避難施設を整備予定。

平24 平25

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

1-④  災害等に備える安全のまちづくり

93,000 

防災資機材等購入費

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平22以前

- -

平23

 興津・志和防災避難照明灯設置工
事費

130,000 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

社会資本整備総合交付金 99,000 
町債 合併特例事業債（防災施設整備）

建築確認申請等手数料 41 12

拡

0 6,541 

興津防災活動拠点施設用地整備工事費 7,000 
興津防災活動拠点施設建設工事費

2,000 

興津防災活動拠点施設設計監理委託料 3,000 

既決

50,000 

6,000 耐震性貯水槽設置工事費

18

0 93,000 

国

13

15

別添資料 頁 22～23

○興津防災活動拠点施設整備　…60,541千円
　（興津第２分団屯所移転整備（避難所兼ねる））
○耐震性貯水槽設置（上記施設内）…6,000千円
○興津・志和防災避難照明灯設置　…130,000千円
　（興津89基：100,000千円、志和24基：30,000千円）
○防災資機材等購入整備　…2,000千円
　（発電機、投光器、避難所への簡易トイレ等）

0 

計 198,541 99,000 

節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

予算書頁 57 ページ　　～ 59

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 ページ

目名 防災費
事　業　名 興津志和地区防災対策事業 特 所 管 課 名 総務課（防災対策室）

項 1 目 4

0 

■ 目 的（趣旨）

会　計　名 一般会計 款 9

新・継
予 算 額

拡

　興津及び志和地区の津波避難対策施設整備を有利な国補正予算の交
付金を活用し早期の対策を講じる。安全で円滑な避難行動に向け防災
避難照明灯を設置し、興津地区では浸水域にある興津第２分団屯所を
保育所前県道広場に防災活動拠点施設として移転整備を行い、防災機
能拡充を図る。また、防災活動や避難所に必要な資機材を併せて整備
する。

既決

今回 198,541 99,000 93,000 6,541 

計 50,841 25,400 0 24,100 0 

平24 平25 平26以降平22以前

十川分団屯所（S52.7建築） 

十川防災活動拠点施設 十和総合支所複合施設 

防災倉庫 

（移転整

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 12 －



平成24年度　３月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

　

平成25年度以降「消防施設整備事業」として消防水利施設整備

　
平23 平26以降 計

-

14,000 

-

13,300 

社会資本整備総合交付金国

8,000 

平24

■ 補正内容（概要）等 別添資料 頁 なし

平22以前

28,000 

平25

8,000 

財 源 内 訳

国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

新・継
予 算 額

事　業　名

会　計　名

耐震性貯水槽設置工事費 21,000 
消防道整備工事費 7,000 

ページ

15

予算書頁 58
節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

ページ　　～ 58
予 算 額

消防水利施設整備事業
一般会計

歳 出 予 算 内 訳

款 9 項 1 目 防災費4 目名

所 管 課 名 総務課（防災対策室）

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

14,000 13,300 

継
既決

700 
計 36,000 14,000 0 13,300 0 8,700 

今回

■ 目 的（趣旨）

　国補正予算の交付金を活用し、消防水利施設の整備を行い、災害時
の給水も兼ねる消防水利の確保を行う。

○耐震性貯水槽設置
　・本庁舎用地（60ｔ×２基）… 15,000千円
　・下津井地区（40ｔ×１基）…  6,000千円
○消防道整備
　・河内地区 … L=60ｍ、W=3.0ｍ（追加分）

町債 合併特例事業債（防災施設整備）

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

1-④  災害等に備える安全のまちづくり

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

- 36,000 - 36,000 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 13 －



平成24年度　3月補正予算資料

単位：千円

24年度　非構造部材の点検（学校・教育委員会）

25年度(24繰)　非構造部材の耐震化の設計及び改修工事

26年度以降　継続予定

　

単位：千円

25年度　空調機設置設計及び設置工事

　

82 15 空調設備整備工事費 83,802 
82 13 空調設備整備工事設計監理委託料 2,289 

計 86,091 11,709 0 74,300 0 

新
既決

今回 86,091 11,709 
0 

86 15 非構造部材耐震化工事費 19,146 
86 13 非構造部材耐震化工事設計監理委託料 1,605 

計 20,751 6,365 0 14,300 0 

新
既決

今回 20,751 6,365 
0 

平27 計

- - 86,091 - - 86,091 

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

2-①  生徒の安全確保の充実

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平23 平24 平25 平26

（中学校整備）

国 学校施設環境改善交付金 11,709 
町債 学校教育施設等整備事業債 74,300 

空調機を全中学校（整備済の大正中学校を除く）の普通教室等へ設置
（窪川中学校の普通教室については、整備室数が多くなることから３
年生の教室のみ）
空調機の設計監理委託　：　2,289千円
空調機の設置工事　：　　 83,802千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 本年度事業の概要 別添資料 頁 なし

　学校施設の空調機は、現在まで夏季休業中に使用が多い職員室・校
長室・保健室に設置してきた。今後は、図書室への設置及び夏期講習
が多い中学校の普通教室等への設置を実施する。

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

■ 目的(趣旨)

74,300 

予算書頁 65 ページ　　～ 66 ページ一般財源

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
国 県 地 方 債 そ の 他

事　業　名 中学校空調設備整備事業 所 管 課 名

20,000 

目 1
学校教育課

会　計　名 目名 学校管理費

計

一般会計 款 10 項 3

- - 20,751 20,000 

全

体

計

画

等

総合振興計画の施策大綱別位置付け

2-①  幼児・児童生徒の安全確保の充実

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平23

60,751 

平24 平25

（小学校整備）

平26 平27

国 学校施設環境改善交付金 6,365 
町債 緊急防災・減災事業債 14,300 

東又小学校・田野々小学校の校舎・屋内運動場について、強化ガラス
等を整備

非構造部材の耐震化設計監理委託　：1,605千円
非構造部材耐震化工事　：　19,146千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 本年度事業の概要 別添資料 頁 なし

　本町の小中学校施設は、平成20～23年度の４年間で建物の耐震工事
を行い、現在では耐震化率100％を達成している。しかし、近年は、非
構造部材について震災時の危険性が指摘されおり、文部科学省も平成
24年度に点検方法のガイドブック作成や非構造部材の耐震化のため、
国庫補助事業のメニューを増やすなど、防災機能強化を推進している
状況である。
　本町においても、点検及び非構造部材の耐震化を実施する。

0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

■ 目的(趣旨)

14,300 

予算書頁 63 ページ　　～ 63 ページ一般財源

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
国 県 地 方 債 そ の 他

学校管理費

事　業　名 小学校非構造部材耐震化事業 所 管 課 名 学校教育課

(政策的主要事業等の説明資料)

会　計　名 一般会計 款 10 項 2 目 1 目名

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

平成２４年度 

国補正予算（第１号）関連事業 

－ 14 －



予算別添資料

・建築年月

・建築構造 ＲＣ３階建（一部４階）

昭和５６年３月

１２月～ 庁舎耐震改修工事仕上げ、１階事務室電気・空調設備工事

Ｈ
２
６

１月 庁舎外装、庁舎１階事務室電気・空調設備工事完了

２月 工事完了検査

エレベーター棟基礎工事

８月～ 庁舎２・３階耐震改修工事、屋上防水工事、外壁工事

９月～ 庁舎１・２階耐震改修工事、エレベーター棟建物工事

１０月～ 庁舎１・２階耐震改修工事、エレベーター設置工事

( 大正総合支所庁舎耐震改修事業 )

■大正総合支所庁舎　現況写真

■庁舎概要

■工程計画（概要）

５月 入札・契約

６月 事務所設置

７月～

－ 15 －



予算別添資料 ( 大正総合支所庁舎耐震改修事業 )

１
階

平
面

図
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予算別添資料 ( 大正総合支所庁舎耐震改修事業 )

２
階

平
面

図
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予算別添資料 ( 大正総合支所庁舎耐震改修事業 )

３
階

平
面

図
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予算別添資料 ( 社会資本整備総合交付金事業 ：窪川地区)

神ノ川線改良工事 
全体L=913m 補正L=50m 

新開町中央線他4路線側溝整備工事 
全体L=870m 補正L=300m 

香月が丘中央線他10路線側溝整備工事 
全体L=1,170m 補正L=300m 

路面性状調査業務 
補正L=1,500m 

トンネル点検調査業務 

補正L=495m 

－ 19 －



予算別添資料 ( 社会資本整備総合交付金事業：大正地区 )

大正地区

町道四手ノ川線 
全体L=420m 補正分L=100m 

町道大奈路中津川線 木屋ヶ内工区 
全体L=460m 補正分L=100m 

高知県 高岡郡 

四万十町(大正地区)管内図 

トンネル点検調査業務 
8ヵ所 L=536m 

－ 20 －



予算別添資料 ( 社会資本整備総合交付金事業：十和地区 )

下藤蔵向畑線舗装補修工事 
全体L=540m 補正L=540m 

大井川西土佐線改良工事 
全体L=500m 補正L=50m 

－ 21 －



予算別添資料 ( 興津志和地区防災施設整備事業 )
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予算別添資料 ( 興津志和地区防災施設整備事業 )
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算定係数

80 ％  で試算 【 四万十町 】 単位： 千円

※ 「 地域の元気臨時交付金 」 の算定対象外

国 県 町　債 起 債 名 その他 一般財源
うち元気交
付金見込額

県 町　債 起 債 名 その他 一般財源

通　　常

収 支 分 02 01 12 大正総合支所庁舎耐震改修事業 263,626 61,000 20,333 38,600 合併特例 2,067 32,500 202,626 184,600 合併特例 18,026 

06 01 03 十和地区茶工場統合事業補助金 25,752 25,752 19,314 6,438 5,100 

07 01 03 道の駅「四万十大正」周辺整備事業 60,000 60,000 30,000 30,000 公共事業 24,000 

06 01 05 県営土地改良事業負担金 5,000 5,000 5,000 4,000 

県営農村災害対策整備事業負担金 9,000 9,000 9,000 7,200 

08 02 03 社会資本整備総合交付金（町道改良）事業 130,900 130,000 84,500 45,500 公共事業 36,400 900 900 

社会資本整備総合交付金（点検調査）事業 8,000 8,000 5,200 2,800 2,200 

08 04 01 木造住宅耐震診断委託事業 1,353 1,353 615 307 123 308 200 

木造住宅耐震改修事業補助金 46,100 46,100 23,050 11,525 11,525 9,200 

ブロック塀等対策推進事業補助金 1,000 1,000 500 250 250 200 

集会所耐震診断委託事業 10,000 10,000 3,333 6,667 5,300 

補助基本超過分

02 公営住宅(黒石第３団地)建設事業 53,125 44,771 22,385 22,300 公営住宅 86 17,900 8,354 8,300 公営住宅 54 

09 01 04 興津・志和地区防災対策事業 198,541 198,000 99,000 93,000 合併特例 6,000 79,200 541 541 

十川防災活動拠点施設整備事業 50,841 50,800 25,400 24,100 合併特例 1,300 20,300 41 41 

消防水利施設整備事業 28,000 28,000 14,000 13,300 合併特例 700 11,200 

配分基礎超過分

10 03 01 中学校空調設備整備事業 86,091 35,133 11,709 23,400 学校教育 24 18,700 50,958 50,900 学校教育 58 

977,329 713,909 340,025 31,396 290,200 123 52,165 273,600 263,420 243,800 19,620 

東 日 本
大震災分 10 02 01 小学校非構造部材耐震化事業 20,751 19,146 6,365 12,700 緊防減災 81 1,605 1,600 緊防減災 5 

20,751 19,146 6,365 12,700 81 1,605 1,600 5 

998,080 733,055 346,390 31,396 302,900 123 52,246 273,600 265,025 245,400 19,625 

※1　起債名の略称説明：　「合併特例」＝ 旧合併特例事業債、「公共事業」＝ 公共事業等債、「公営住宅」＝ 公営住宅建設事業債、「学校教育」＝ 学校教育施設等整備事業債、「緊防減災」＝ 緊急防災・減災事業債

※2　上表の内容（元気交付金の対象経費及び交付見込額等）は、平成25年2月22日現在の情報等をもとに集計・試算したものであり、今後の動向や制度設計等により変更となる場合があります。 H25.02.22 現在

算　定
対象外

３　　月
補正予算
計 上 額

補助対象
経　　費

補助対象
外 経 費
(単独分)

会計区分 款 項 目 事 業 名 ［ 細 目 名 ］

平成24年度国補正予算（第１号）関連事業一覧
「地域の元気臨時交付金」交付限度額 ＝ 地方負担額等 × 財政力指数に応じて80～90％ → 

通 常 収 支 分 計

東 日 本 大 震 災 分 計

合 計

「 地域の元気臨時交付金 」 の算定対象範囲

－
 
2
4
 
－



３ 交付対象等

（１）交付対象：実施計画を策定する地方公共団体
（２）交付方法：実施計画に掲載された事業に対し、交付限度額を上限として交付金を交付
（３）交付限度額：各地方公共団体の追加公共事業等（直轄及び補助）の地方負担額等をベー

スとして算定。
※ 財政力の弱い団体に配慮し、財政力指数により調整（最も財政力の弱い団体で地方負担額の９割程度
となるよう設定）

地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）の概要

１ 平成２４年度補正予算計上額 １兆３，９８０億円 （建設公債対象経費）
※ 経済対策における公共事業等の追加に伴う地方負担総額の８割

経済対策で追加される公共投資の地方負担が大規模であり、予算編成の遅延という異例の
状況の中で、地方の資金調達に配慮し経済対策の迅速かつ円滑な実施を図るため、今回限
りの特別の措置として、平成２４年度補正予算において地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）を創設する。

４ 使途 実施計画に掲載された以下の事業の地方負担分に充当
○地方単独事業（建設地方債対象事業に限る。）
○建設公債の対象となる国庫補助事業（法令に国の補助率又は負担率の定めがあるものを除く。）

※１ ただし、建設公債の対象とならない国庫補助事業であっても、その地方負担分が建設地方債の対象であるものは充当可能。
※２ 財政事情、追加公共事業等及び地方単独事業の事業量等を踏まえて、やむを得ない場合は、一部を基金に積み立て、

平成２５年度以降における地方単独事業等の財源とすることも可。

２ 所管 内閣府（地域活性化推進室） ただし、各府省に移し替えて執行

資料１
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地域の元気臨時交付金のスキーム

■ある地方団体への元気交付金の交付額（例）

補正による
追加公共事業等

係数は財政力指数
等により調整。最も
財政力の弱い団体
で0.9程度

Ｘ

地方負担額合計

0.8
元気臨時
交付金

■実際の交付金の充当イメージ（例）

Ａ事業
（補助率法定）

国費 地方負担

補正予算債

補正
予算債

元気臨時交付金

Ｂ事業
（直轄）

Ｃ事業
（補助率法定なし）

×
充当
不可

○ 充当可

Ｄ事業
（地方単独）

元気臨時交付金 ○

×

充当可

Ａ事業
（補助率法定）

国費 地方負担

Ｂ事業
（直轄）

Ｃ事業
（補助率法定なし）

元気臨時
交付金

交付額

＝

元気臨時交
付金

Ｅ基金※
（地方単独） ○

事業量を確
保できない
場合

※ Ｈ２５年度以降に地方単独事業等の財源とすることができる。

資料２
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